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別添１ 

 

岐阜県庁内保育所運営事業者募集に係る条件等 

１ 業務名 

  岐阜県庁内保育所運営業務 

 

２ 業務の目的 

岐阜市の事業所内保育事業の認可及び地域型保育給付費の対象施設としての確

認を受け、岐阜県職員の子である乳幼児及び県内市町村が入所決定する乳幼児（以

下「乳幼児」という。）の保育の実施に係る事業所内保育所の運営 

 

３ 県庁内保育所の概要 

（１）設置場所 

   岐阜市薮田南２－１－１ 岐阜県庁舎１階（新庁舎） 

（２）運営主体 

   保育事業者 

（３）施設の使用面積等 

施設の使用面積（以下「使用面積」という。）は、約３３９㎡とし、その内訳は、

別紙１のとおりとする。詳細は、別紙２の図面（保育所運営事業者 使用範囲）を

参照すること。 

なお、県庁内保育所入口正面付近に設置予定の駐車スペース部分（７台程度を

予定）は、乳幼児の送迎に係る乗降に使用するほか、岐阜県庁への荷物搬入車両

待機場所等としても使用するため、県庁内保育所の専用スペースとして利用でき

ないことから、使用面積に含めない。 

（４）運営予定期間  

令和５年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

（５）保育を行う日 

   月曜日から土曜日まで（祝日及び１２月２９日から１月３日までを除く。） 

（６）開所時間 

   ７時３０分から１８時３０分まで 

（７）利用定員及び対象児童 

   利用定員は２５名とし、その内訳は次の表のとおりとする。ただし、運営期間

中に定員の増減について県から要請があれば、協議に応じなければならない。  

年齢 ０歳児 １歳児 ２歳児 

従業員枠 ３ ６ ６ 

地域枠 ２ ４ ４ 

  ※０歳児は、生後５７日以降の児童が対象 
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（８）一時預かり事業 

   余裕活用型の一時預かりを実施 

 

４ 施設利用形態 

（１）行政財産の目的外使用許可 

① 選定された事業者は、県と詳細を協議の上、原則として開設に必要な準備に

着手する前までに、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の４第７項

に基づく行政財産の使用許可を受けるものとし、以後、協定期間が終了するま

で、毎年度、当該使用許可の手続を行うこと。 

② 岐阜県行政財産の目的外使用にかかる使用料徴収条例（昭和 39 年岐阜県条例

第７号）、岐阜県公有財産規則（昭和 39 年岐阜県規則第 48 号）、岐阜県公有財

産事務処理規程（昭和 49 年岐阜県訓令甲第 16 号）のほか、行政財産の使用に

ついて県が決定した事項を遵守すること。 

 

５ 業務の条件 

実施する業務の内容及び条件は、次のとおりとする。なお、業務で得た利益は、

本事業を実施した者（以下「事業者」という。）に属するものとする。 

（１）保育事業に関する運営管理 

① 事業者自ら県の指定する場所における事業所内保育事業の認可申請手続、地

域型保育給付費の対象施設としての確認手続その他保育所を運営する上で必

要となる手続を行い、保育業務を実施すること。 

② 保育所保育指針（平成 29 年厚生労働省告示第 117 号）に基づき、受入児童

の発育の段階に応じた適切な保育を提供すること。 

③ 岐阜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 26

年岐阜市条例第 65 号）第７条に規定する連携施設を確保すること。 

④ 運営に当たっては、県、岐阜市及び受入児童の保護者等と連携を図ること。 

⑤ 県庁舎敷地内での現県庁舎の解体工事を含む建設工事の影響により、県庁内

保育所において振動、騒音等の発生が見込まれていることを、利用希望者、保

護者に説明すること。 

 

（２）食事及びおやつの提供 

  ① 食事及びおやつの提供は事業者が行うこと。 

  ② 衛生管理、栄養管理及び安全管理に関する法律等遵守し、安全な食事及びお

やつを提供すること。 

  ③ アレルギー対応については、保護者に報告を求めたうえで、アレルゲンの種

類の把握に努め、除去食の提供等適切に実施すること。 

 

（３）安全管理等 
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  ① 受入児童の事故等が生じないよう万全の対策を講じるため、事故対応マニュ

アル、不審者対応マニュアルを作成すること。 

  ② 災害発生時等の非常時に保護者が受入児童を迎えに来ることができない場

合において、保育サービス提供時間内外を問わず、受入児童の安全確保を最優

先するための方策を策定すること。 

  ③ 岐阜県庁舎消防計画に基づき、火気使用機器等の管理のため「火元責任者」

及び家具・什器等の転倒防止措置等に取り組むための「防火・防災担当責任者」

を定め、県へ報告すること。また、同消防計画に基づく自衛消防隊に参加する

こと。 

④ 県庁舎敷地内での事故及び盗難等については事業者及び保護者の自己責任

とし、事業者は保護者への周知を徹底すること。 

⑤ 保育施設賠償責任保険等損害保険に加入すること。 

 

（４）保育所内の清掃の実施 

   保育所内の清掃については、事業者において実施すること。 

 

（５）廃棄物の処理 

   運営により生じる廃棄物は、事業者において処理すること。なお、廃棄物処理

において第三者に委託する場合は、当該第三者への委託内容を県に報告すること。 

 

（６）費用負担 

① 県が負担する経費 

ア 施設及び施設に付随する設備（以下「施設設備」という。）について、定期

的に行う整備、更新（老朽化等により使用不能となった場合等）に係る費用 

イ 岐阜県職員の子等に対する利用料事業主負担金 

ウ 県から利用を認められた県有の物品（以下「利用物品」という。）の更新に

係る費用 

② 事業者が負担する経費 

ア 事業開始のための開所準備作業等に要する一切の費用（県が負担する経費

を除く。） 

  イ 利用物品の他に必要となる物品及びその設置にかかる費用 

ウ 利用物品の維持管理等に係る費用 

エ 保育事業の運営に必要な人員の雇用経費などの運営経費 

オ 運営に伴う上下水道光熱費 

カ 運営に伴い発生した廃棄物の処分費用 

キ 庁舎管理、警備、消防用設備・空調設備・電気設備点検等施設管理に関す

る費用（利用面積の割合に応じた負担（参考：現時点の見込みは、年額約 8,000

円／㎡程度。年度により変動する。） 
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ク 県庁舎に係る行政財産目的外使用に係る使用料（岐阜県行政財産の目的外

使用に係る使用料徴収条例により算定した金額（建物評価額等により変動す

る。））※当該使用料は一部又は全部が減免される場合がある。 

ケ 電話設置費用、電話使用料等通信、通話に係る経費 

コ 水道及び電気の子メーター（検定付）設置費用 

サ その他、運営に必要な運搬料、消耗品費、宣伝広告費、各種申請にかかる

経費など 

  ③ 利用者が負担する費用 

   ア 利用者の居住市町村の条例等に定める保育料 

   イ 保育料以外の実費 

   ウ その他利用者が負担することが相当と考えられる費用 
 

（７）その他・留意事項 

  ① 保育事業で使用する機器・物品等の選定及び購入を県と協議の上で行うこと

（県の負担による物品の選定及び購入については、別途業務委託契約を締結す

る。）。 

  ② 専用の電話番号を取得し電話を設置すること。 

③ 県庁内保育所で使用する水道及び電気に係る計量機器（子メーター、検定付

き）を設置すること。 

④ 指定した箇所以外で、機器・物品等を設置したい場合は県と協議の上、別途、

必要な手続を行うこと。 

⑤ ガス、灯油等の火気を使用する機器の設置は不可とする。なお、電気ストー

ブ等の火気使用設備器具を使用する場合は、防火管理者の承認を得ること。 

⑥ 県が行う以下の庁舎の設備点検等に協力すること。 

     ・消防設備点検：年に２回程度、保育所内に立入り点検を実施 

     ・電気設備点検：年に数回、停電を伴う作業を実施 

     ・その他臨時の点検、調査、工事等 

※いずれも原則、休日に行うものとし、実施にあたっては県から事業者へ 

    事前に通知する。 

 

（８）運営開始前に行う業務 

運営開始前に行う業務は次のとおりとする。なお、この業務に要する経費はす

べて事業者の負担とする。 

・協定についての県との協議 

・配置する保育事業従事者等の確保及び研修 

・業務等に関する各種規程等の作成及び協議 

・保育事業で使用する物品等（県の負担によるものに限る。）の選定に係る県

への助言 

・利用希望者からの問合せに係る対応 
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・利用希望者への施設の内覧に係る対応 

・庁内保育所の開所式に係る対応 

・その他業務の開始にあたり必要な事項 

 

６ 施設設備・物品等の設置及び利用 

（１）事業者は、別紙３「設備・厨房機器一覧」に記載の物品その他保育事業のため

に県が購入した物品を利用することができる。 

（２）事業者は、あらかじめ県の承認を得て、自らの負担及び責任において、内装の

変更、運営に必要となる物品の変更及び設置等を行うことができる。 

ただし、協定期間が終了した場合又は協定が解除された場合は、自らの負担及

び責任において、速やかに原状回復しなければならない。 

（３）利用物品の維持管理等は、事業者が自己の責任及び費用において行わなければ

ならない。 

（４）事業者は、故意又は過失により、施設設備及び利用物品を毀損し、又は滅失し

たときは、県に報告したうえでこれを弁償し、又は自己の費用で当該設備・物品

等と同等の機能及び価値を有するものを購入し、若しくは調達しなければならな

い。この場合において、事業者は、購入し、又は調達した設備・物品等の所有権

を、県に帰属させるものとする。 

（５）事業者は、前項により設備・物品等を購入し、又は調達したときは、速やかに

県に報告しなければならない。 

 

７ 業務の実施体制 

  事業者は、事業を適正に実施するため、児童福祉法その他関係法令に規定する必

要な人員を配置した実施体制とすること。また、県と調整を常時図ることができる

体制を整えること。 

 

８ 県との調整等 

（１）事業実施計画及び事業報告の提出 

① 事業計画（事業概要及び実施期間等）、管理運営体制（組織体制、人員配置等）

等を記載した事業実施計画書を作成し、保育所運営開始の１０日前までに県へ

提出すること。 

※ 県は、前項により提出された事業実施計画について、必要があると認めると

きは、事業者に対してその変更を指示することができるものとする。 

② 毎月、「事業報告書」を作成し、翌月１０日までに県へ提出すること。 

（２）会議等への参加 

適切な運営と、県と事業者の調整や連携強化を図るため、県が開催する会議等

に出席及び資料提出等を行うこと。 
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９ 危機事案発生時の対応等 

（１）事業者は、本業務に関連して事故や災害（以下「事故等」という。）の危機事案

が発生した場合における対応方法について定めた危機管理規程を整備し、これを

遵守しなければならない。 

（２）業務期間中、運営業務の実施に関連して事故等の危機事案が発生した場合は、

事業者は速やかに危機管理規程に従って適切な対応措置を行うとともに、県その

他の関係者に対して危機事案が発生した旨を通報し、必要な措置について県と協

議しなければならない。 

（３）事故等が発生した場合、事業者は県と協力して事故等の原因調査にあたるもの

とする。 

（４）食中毒等の事故や保護者等とのトラブルなどが発生した場合、または保護者等

からの苦情があった場合は、事業者が責任をもって処理するとともに、県に対し

てその内容を報告するものとする。 

 

１０ 業務の適正な実施に関する事項 

（１）関係法令の遵守 

事業者は、児童福祉法、子ども・子育て支援法、食品衛生法、消防法、労働基

準法、労働関係調整法、最低賃金法、その他関係法令を遵守すること。また、保

育事業に必要な許認可等は、事業者が取得すること。 

（２）業務の一括委託の禁止 

事業者は、事業者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とはできない。ただし、業務を効率的に行う上で、必要と思われる業務について

は、県と協議の上、業務の一部を委託することができる。 

（３）個人情報の保護 

   事業者が本業務を行うに当たって個人情報を取り扱う場合には、岐阜県個人情

報保護条例（平成 10 年岐阜県条例第 21 号）、知事が取り扱う個人情報に関する

岐阜県個人情報保護条例施行規則（平成 11 年岐阜県規則第８号）及び別紙４「個

人情報取扱特記事項」に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき

損の防止その他個人情報の保護に努めること。 

（４）守秘義務 

事業者は、本業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は本

件業務の履行のため以外の目的に使用することはできない。また、業務終了後も

同様とする。万一、事業者の責に帰す情報漏えいが発生した場合、それにより発

生する損害（第三者に及ぼした損害を含む。）については、事業者が自己の責任に

おいて処理しなければならない。 

   事業者の雇用人が、異動、退職等により業務を離れる場合においても、事業者

はその者に対し、取得情報を秘匿させなければならない。 

（５）立入検査等 
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県は、事業の執行の適正を期すため必要があるときは、事業者に対して報告を

させ、又は事務所に立ち入り、関係帳簿類、その他の物件を検査し、若しくは関

係者に質問を行うことができるものとする。 

（６）文書の管理・保存 

   事業者が、本業務を行うに当たり作成し、又は受領する文書等は、「岐阜県公文

書規程」（昭和 44 年訓令甲第１号）に準じて、適正に管理・保存すること。これ

らの文書等は協定終了後も５年は保存すること。 

 

１１ 「岐阜県が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱」に基づく通報義務 

事業者は、業務の履行に当たって、暴力団関係者等から事実関係及び社会通念

等に照らして合理的な理由が認められない、不当若しくは違法な要求又は業務の

適正な履行を妨げる妨害を受けた時は、警察へ通報しなければならない。なお、

通報がない場合は、入札参加資格を停止することがある。 

 

１２ 業務の継続が困難となった場合の措置について 

（１）事業者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合 

   事業者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、県は協

定を解除し、事業者は「使用許可物件返還届」を県に提出するものとする。この

場合、県に生じた損害は、事業者が賠償するものとする。なお、事業者は次期事

業者が円滑かつ支障なく当事業の業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとす

る。 

（２）その他の事由により業務の継続が困難となった場合    

災害その他不可抗力等、県及び事業者双方の責に帰すことができない事由によ

り業務の継続が困難となった場合、業務継続の可否について協議するものとする。

一定期間内に協議が整わない場合、それぞれ事前に書面で通知することにより、

協定を解除することができるものとする。協定が解除された場合、事業者は「使

用許可物件返還届」を県に提出するものとする。 

（３）次期事業者への業務の引継ぎ  

事業者は、理由の如何を問わず、業務の継続が困難となった場合には、県が行

う次期事業者選定に協力するとともに、選定された者が円滑かつ支障なく当事業

の業務を遂行できるようにその引継ぎを行い、必要なデータ等を遅滞なく提供す

るものとする。 

 

１３ その他 

本書に定めなき事項、または業務上疑義が生じた場合は、県と事業者の協議に

より業務を進めるものとする。 
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別紙１ 県庁内保育所面積表 

部屋 床面積（㎡） 備考 

玄関 13.82  

玄関ホール 5.52 下足入れ-２ (1.16)含む 

事務室 15.92  

保育室（１） 84.76 ロッカー(4.83)含む 

洗顔カウンター２つ（0.97）含む 

保育室（２） 22.90 洗顔カウンター(0.49)含む 

収納（２） 1.88  

収納（３） 1.94  

収納（４） 0.52  

収納（５） 1.59  

収納（６） 0.92  

調乳室 3.98 調乳シンク(1.05)含む 

幼児用ＷＣ 16.65 面台（0.84）含む 

洗面カウンター（0.84）含む 

シャワーパン（0.83）含む 

洗濯機パン（0.41）含む 

大人用ＷＣ 2.20 面台（0.29）含む 

廊下（１０） 17.51  

廊下（１１） 9.69 下足入れ-１（0.54）含む 

盤（0.45）含む 

食品庫 2.70  

更衣室 8.41  

調理職員用ＷＣ 2.13 面台（0.26）含む 

調理前室 3.87 シンク（0.38）含む 

調理室 21.54  

園庭 96.37 ウッドデッキ（34.82）含む 

ゴミ庫（２） 4.25  

合計 339.07  

※面積は壁芯で算出 
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別紙２ 保育所運営事業者 使用範囲  
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別紙３ 設備・厨房機器一覧 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※調理室や幼児用トイレ等の丸数字及び四角数字は、次頁付表の番号欄に対応 
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別紙３ 付表 

 

 

 

  

■玄関

幅 奥行 高さ

－ 下足入れ　2 298 41.3 126

－ インターフォン 1 ｰ ｰ 135 自立パネル取り付け

－ エアコン 1 ｰ ｰ ｰ 天井

■事務室

幅 奥行 高さ

－ インターフォン受信機 1 ｰ ｰ 150 西壁面取付

－ 内線電話 1 ｰ ｰ 130 インターフォン下部取付

－ 自動ドア開閉スイッチ 1 ｰ ｰ ｰ カウンター付近取付

－ エアコン 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 空調換気扇（給排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

■保育室（１）

幅 奥行 高さ

ー ロッカー 1 644 75 130

－ 内線電話 1 ｰ ｰ 130 入口付近取付

－ エアコン 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 空調換気扇（給排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 床暖房 1 ｰ ｰ ｰ ２分割

－ 幼児用マルチシンク 2 120 45.5 50 手動水栓×3

■保育室（２）

幅 奥行 高さ

－ 内線電話 1 ｰ ｰ 130 入口付近取付

－ エアコン 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 空調換気扇（給排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 床暖房 1 ｰ ｰ ｰ

－ 洗面台 1 ｰ ｰ 50 手動水栓×1

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考
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■幼児用ＷＣ

幅 奥行 高さ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

1 幼児用大便器 3 ｰ ｰ ｰ

2 紙巻つき手すり 3 ｰ ｰ ｰ

3 幼児用小便器 1 ｰ ｰ ｰ

4 シャワーパン 1 110 75 111.5

5 洗面台 2 ｰ ｰ 50 自動水栓×1

6 電気温水器（貯湯式） 1 37 43 63 50Ｌ

7 掃除流し 1 ｰ ｰ ｰ

8 洗濯機パン 1 64 64 ｰ

■調乳室

幅 奥行 高さ

－ ステンレス流し 1 ｰ ｰ 50 混合水栓×1

－ 調乳機 1 ｰ ｰ ｰ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

■職員用ＷＣ

幅 奥行 高さ

－ 大便器 1 ｰ ｰ ｰ

－ 手洗い 1 ｰ ｰ ｰ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

■食品庫

幅 奥行 高さ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

■調理職員用ＷＣ

幅 奥行 高さ

－ 大便器 1 ｰ ｰ ｰ

－ 手洗い 1 ｰ ｰ ｰ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考



13 

 

 

■調理室

幅 奥行 高さ

1 シェルフ（収納棚） 1 152 46 192.3

3 一槽テーブル付きシンク 1 109.5 60 80

4 冷凍・冷蔵庫 1 75 80 191

5 ワークテーブル 1 97.5 75 80

6 テーブル型冷凍冷蔵庫 1 120 60 80

10 電磁調理器 1 90 60 80

12 スチームコンベクションオーブン 1 75 56 68.5

13 浄軟水器 1 10.4 10.4 41.5

14 テーブル型包丁まな板殺菌庫 1 90 60 80

15 両面キャビネットテーブル 1 150 60 80

16 二槽テーブル付きシンク 1 133 60 80

17 食器洗浄機 1 60 60 80

18 食器消毒保管庫 1 54 55 190

19 電気瞬間湯沸器 1 70 20 60

21 家庭用ＩＨクッキングヒーター 1 59 57.6 18.2

22 吊り戸棚 1 120 30 60

23 一槽テーブル付きシンク 1 90 60 80

－ エアコン 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 空調換気扇（給排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ フード

■廊下（１１）

幅 奥行 高さ

－ 下足入れ　1 1 143 38 160

■更衣室（１）

幅 奥行 高さ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

■更衣室（２）

幅 奥行 高さ

－ 換気扇（排気） 1 ｰ ｰ ｰ 天井

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考
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■ウッドデッキ

幅 奥行 高さ

－ 地流し 1 92 84 ｰ

－ 混合水栓シャワー 1 ｰ ｰ ｰ 給湯あり

－ 手洗い 1 170 69 ｰ

－ 水栓 2 ｰ ｰ ｰ

番号 品名 台数
寸法(cm)

備考



15 

 

別紙４ 個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を実施するに当

たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適切に

行わなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第２ 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。 

 

（責任者等の届出） 

第３ 乙は、この協定による事務の実施における個人情報の取扱いの責任者及び事務

に従事する者（以下「事務従事者」という。）を定め、書面によりあらかじめ、甲に

届け出なければならない。責任者及び事務従事者を変更する場合も、同様とする。 

２ 乙は、責任者に、本特記事項に定める事項を適切に実施するよう事務従事者を監

督させなければならない。 

３ 乙は、事務従事者に、責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守させ

なければならない。 

４ 乙は、責任者及び事務従事者を変更する場合の手続を定めなければならない。 

 

（教育の実施） 

第４ 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記事項に

おいて事務従事者が遵守すべき事項その他この契約による事務の適切な実施に必

要な教育及び研修を、事務従事者全員に対して実施しなければならない。 

 

 （収集の制限） 

第５ 乙は、この協定による事務を行うために個人情報を収集する場合は、事務の目

的を明確にし、その目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段に

より行わなければならない。 

２ 乙は、この協定による事務を行うために個人情報を収集する場合は、本人から収

集し、又は本人以外から収集するときは本人の同意を得た上で収集しなければなら

ない。ただし、甲の承諾があるときは、この限りでない。 

 

（目的外利用・提供の制限） 

第６ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を契約の目的以

外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。ただし、甲の承諾があると

きは、この限りでない。 
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（漏えい、滅失及び毀損の防止） 

第７ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報について、個人

情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 乙は、甲からこの協定による事務を処理するために利用する個人情報の引渡しを

受けた場合は、甲に受領書を提出しなければならない。 

３ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を取り扱う場所

（以下「作業場所」という。）を特定し、あらかじめ甲に届け出なければならない。

その特定した作業場所を変更しようとするときも、同様とする。 

４ 乙は、甲が承諾した場合を除き、この協定による事務に関して知ることのできた

個人情報を作業場所から持ち出してはならない。 

５ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を運搬する場合は、

その方法（以下「運搬方法」という。）を特定し、あらかじめ甲に届け出なければな

らない。その特定した運搬方法を変更しようとするときも、同様とする。 

６ 乙は、事務従事者に対し、身分証明書を常時携行させるとともに、事業者名を明

記した名札等を着用させて事務に従事させなければならない。 

７ 乙は、この協定による事務を処理するために使用するパソコンや記録媒体（以下

「パソコン等」という。）を台帳で管理するものとし、甲が同意した場合を除き、当

該パソコン等を作業場所から持ち出してはならない。 

８ 乙は、この協定による事務を処理するために、私用のパソコン等を使用してはな

らない。 

９ 乙は、この協定による事務を処理するパソコン等に、ファイル交換ソフトその他

個人情報の漏えい等につながるおそれがあるソフトウエアをインストールしては

ならない。 

10 乙は、第１項の個人情報を、秘匿性等その内容に応じて、次の各号の定めるとこ

ろにより管理しなければならない。 

⑴ 個人情報は、金庫、施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保

管室等に保管しなければならない。 

⑵ 個人情報を電子データとして保存又は持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと同

等以上の保護措置をとらなければならない。 

⑶ 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された記録媒体及びそ

のバックアップデータの保管状況並びに記録された個人情報の正確性について、定

期的に点検しなければならない。 

⑷ 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の受渡し、使用、複写又は複

製、保管、廃棄等の取扱いの状況、年月日及び担当者を記録しなければならない。 

 

（返還、廃棄又は消去） 
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第８ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報について、事務

の完了時に、甲の指示に基づいて返還、廃棄又は消去しなければならない。 

２ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を廃棄する場合、

記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情報が判読、復元できないように確実な方

法で廃棄しなければならない。 

３ 乙は、パソコン等に記録されたこの協定による事務に関して知ることのできた個

人情報を消去する場合、データ消去用ソフトウエア等を使用し、通常の方法では当

該個人情報が判読、復元できないように確実に消去しなければならない。 

４ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を廃棄又は消去し

たときは、完全に廃棄又は消去した旨の証明書（情報項目、媒体名、数量、廃棄又

は消去の方法、責任者、立会者、廃棄又は消去の年月日が記載された書面）を甲に

提出しなければならない。 

５ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲から立会いを求められたときはこれに応じなけれ

ばならない。 

 

  （秘密の保持） 

第９ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人

に知らせてはならない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同様と

する。 

 

  （複写又は複製の禁止） 

第 10 乙は、この協定による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が

記録された資料等を複写又は複製してはならない。ただし、甲の承諾があるときは、

この限りでない。 

 

  （再委託の禁止） 

第 11 乙は、この協定による事務については、再委託（第三者にその取扱いを委託す

ることをいう。以下同じ。）をしてはならない。ただし、甲の承諾があるときは、こ

の限りでない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いを再委託しようとする場合又は再委託の内容を変更しよ

うとする場合には、あらかじめ次の各号に規定する項目を記載した書面を甲に提出

して甲の承諾を得なければならない。 

⑴ 再委託を行う業務の内容 

⑵ 再委託で取り扱う個人情報 

⑶ 再委託の期間 

⑷ 再委託が必要な理由 

⑸ 再委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先） 

⑹ 再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び業務従事者 
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⑺ 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの

写し） 

⑻ 再委託の相手方の監督方法 

３ 前項の場合、乙は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させる

とともに、乙と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、甲に対して再委託の相

手方による個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督及び個人情報の安全管

理の方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、この契約による事務を再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、

甲の求めに応じて、その状況等を甲に報告しなければならない。 

６ 再委託した事務をさらに委託すること(以下「再々委託」という。）は原則として

認めない。ただし、やむを得ない理由により再々委託が必要となる場合には、第２

項中の「再委託の内容を変更しようとする場合」として扱うものとする。 

７ 前項の規定により再々委託を行おうとする場合には、乙はあらかじめ第２項各号

に規定する項目を記載した書面に代えて、次の各号に規定する項目を記載した書面

を甲に提出して甲の承諾を得なければならない。 

⑴ 再々委託を行う業務の内容 

⑵ 再々委託で取り扱う個人情報 

⑶ 再々委託の期間 

⑷ 再々委託が必要な理由 

⑸ 再々委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先） 

⑹ 再々委託の相手方における責任体制並びに責任者及び業務従事者 

⑺ 再々委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたもの

の写し） 

⑻ 再委託先における再々委託の相手方の監督方法 

８ 乙は、甲の承諾を得て再々委託を行う場合であっても、再々委託の契約内容にか

かわらず、甲に対して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第 12 乙は、この協定による事務を派遣労働者によって行わせる場合、労働者派遣契

約書に、秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければならない。

その場合の守秘義務の期間は、第９に準ずるものとする。 

２ 乙は、派遣労働者にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、乙と派

遣元との契約内容にかかわらず、甲に対して派遣労働者による個人情報の処理に関す

る責任を負うものとする。 

 

  （立入調査） 
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第 13 甲は、乙がこの協定による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状

況について、本特記事項の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうかを確

認するため必要があると認めるときは、乙に報告を求めること及び乙の作業場所を

立入調査することができるものとし、乙は、甲から改善を指示された場合には、そ

の指示に従わなければならない。 

 

  （事故発生時における対応） 

第 14 乙は、この協定による事務の処理に関して個人情報の漏えい等があった場合

は、当該漏えい等に係る個人情報の内容、数量、発生場所、発生状況等を書面によ

り甲に直ちに報告し、その指示に従わなければならない。 

２ 乙は、前項の漏えい等があった場合には、直ちに被害を最小限にするための措置

を講ずるとともに、前項の指示に基づいて、当該漏えい等に係る事実関係を当該漏

えい等のあった個人情報の本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態にする等

の措置を講ずるものとする。 

３ 乙は、甲と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能

な限り当該漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなけれ

ばならない。 

 

（協定の解除） 

第 15 甲は、乙が本特記事項に定める義務を果たさない場合は、この協定の全部又は

一部を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定に基づく協定の解除により損害を被った場合においても、甲に

その損害の賠償を求めることはできない。 

 

（損害賠償） 

第 16 乙は、本特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより甲が損害を被

った場合には、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

注：「甲」は県を、「乙」は事業者を指す。 


